
行政実務研修員の受入れフロー（イメージ）

１ 応募～所属の意向確認

⓶内容確認 ⓷打診 ⓸事務分担等精査
⓵応募

・公募要綱第4条に定める様式 ⓹受入の可否の回答
・税務署への申告書類（税の申告書，決算書，勘定科目内訳書）

民間企業 総務課 所属

⓵審査 ⓶必要に応じて照会

（※）受入所属と民間企業等との契約の総額が１千万円以上であり，かつ当該契約の総額が当該民間企業の売上額又は仕入額
等の総額に占める割合が１０％（大企業の場合は５％）以上の場合は受入不可

２ 受入基準の審査・協議

概ね１～２週間程度

概ね１～２週間程度

※同時に調整・進行

民間企業総務課

所属

１．公正な執行（第５条第１項）
２．処分等の有無（第５条第２項）
３．契約要件（※）（第５条第３項）

・公務の公正な執行に疑念を生じさせる民間企業等の例 （官民人事交流法に係る人事院の交流基準を参照）
民間企業又はその役員が，業務に係る刑事事件で起訴されたり，業務停止命令，課徴金納付命令等の不利益処分を受けている場合 等



通知の写しを送付

受入決定の通知 従事業務，派遣期間等の調整

３ 受入の決定

民間企業総務課 所属

⓵実務研修員の推薦 ⓶協議
（様式第１号）

⓷決定通知（様式第２号） ⓸協定書締結
⓹写しを総務課へ提出

４ 実務研修員の決定・協定書締結

概ね１週間程度

概ね２週間程度

総務課民間企業 所属


